
　　　　　　　　　　　　　　貸  借  対  照  表

　　　　　　　　　　　　　 　（２０２３年３月３１日現在）

(単位：円）

科          目 金      額 科          目 金      額

（  資  産  の  部  ） （  負  債  の  部  ）

13,470,106,878 5,654,820,140

807,986,018 2,227,359,959

24,284 700,000,000

4,223,670 1,336,749,549

4,789,645,501 350,908,297

1,186,673,400 70,531,700

377,495,442 811,816,939

450,733,604 117,448,430

1,774,502,676 38,803,136

1,054,943,764 1,202,130

443,130,841

2,577,505,735

3,241,943

4,054,976,631 2,079,060,446

507,879,935 2,079,060,446

34,524,749

19,887,156

453,468,030 7,733,880,586

332,732,853

5,026,350 9,751,740,743

112,789,282 100,000,000

49,385,160 9,651,740,743

165,532,061 25,000,000

9,626,740,743

投資その他の資産 3,214,363,843 2,675,744,467

1,611,713,760 6,950,996,276

117,191,800 (1,128,550,092)

220,000

290,161,615 評価・換算差額等 39,462,180

270,288,172 その他有価証券評価差額金 39,462,180

304,998,485

628,490,011 9,791,202,923

△ 8,700,000

資     産     合     計 17,525,083,509 負 債 及 び 純 資 産 合 計 17,525,083,509

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

預 け 金 短 期 借 入 金

受 取 手 形 リ ー ス 債 務

売 掛 金 未 払 金

契 約 資 産 未 払 法 人 税 等

商 品 未 払 費 用

貯 蔵 品 前 受 金

未 成 工 事 支 出 金 預 り 金

前 払 費 用 そ の 他 流 動 負 債

未 収 入 金

リ ー ス 投 資 資 産

そ の 他 流 動 資 産

固 定 資 産 固 定 負 債

有形固定資産 リ ー ス 債 務

建 物

工 具 器 具 備 品

リ ー ス 資 産 負     債     合     計

無形固定資産 （  純　資　産　の  部  ）

電 話 加 入 権 株 主 資 本

ソ フ ト ウ エ ア 資 本 金

リ ー ス 資 産 利 益 剰 余 金

ソフトウエア仮勘定 利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

関 係 会 社 株 式 繰 越 利 益 剰 余 金

投 資 有 価 証 券 （うち当期純利益）

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 長 期 投 資

貸 倒 引 当 金

純　　資　　産　　合　　計



個 別 注 記 表

１ 重要な会計方針

（1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

ア 時価のあるもの

決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理して
いる）

イ 時価のないもの
移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
個別法による原価法

（2）固定資産の減価償却の方法

（3）引当金の計上基準

有形固定資産
（リース資産を除く）

法人税法の規定による定額法

無形固定資産
（リース資産を除く）

法人税法の規定による定額法
ただし、販売目的用のソフトウェア及び自社利用目的のソ

フトウェアの一部については、見込販売収益に基づく償却額
と、残存有効期間に基づく均等償却額を比較し、いずれか大
きい金額を計上している。

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用している。
なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引のうち、リース取引開
始日が企業会計基準13号「リース取引に関する会計基準」の
適用初年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理によっている。

貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率、破
産更生債権等特定の債権は個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上している。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末において発生し
ていると認められる額を計上している。



（4）収益及び費用の計上基準

受注制作のソフトウェア及び工事契約に係る収益は、財又はサービスに対する支配が顧客
に一定の期間にわたり移転する場合、一定の金額を超える件名に関しては、財又はサービス
を顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識している。
履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間の末日までに発生した原価が、予想され
る原価の合計に占める割合に基づいて行っている。それ以外は、引渡時点で収益を認識して
いる。

（5）その他の計算書類の作成のための基本となる重要事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。


